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２０５０年脱炭素実現とは

現在芦屋市内から排出している温室効果ガスの排出量を、省エネによって
最大限減らし、残った温室効果ガスを再エネの導入や、森林の吸収等に
よって、実質ゼロとすることを言います。



脱炭素シナリオの作成について

まずBAUシナリオ（追加的な対策を何もせず、将来推計のみで作成）を作成
し、そこから複数の脱炭素シナリオを作成します。



具体的なロードマップの
イメージ

☆技術的な取り組みの導入

・省エネ設備の導入
・再エネ設備の導入
・再エネ１００の電力の導入

・メタネーションによるガスの
導入

☆ライフスタイルの変化

・ゼロカーボンアクション３０
の実行

再エネ導入目標： 

太陽光発電 ○MW

再エネ導入目標： 

太陽光発電 ○MW

再エネ導入目標： 

太陽光発電 ○MW

●重点施策の先導的な実施

【公共施設】 

・公共施設へ導入する太陽光発

電設備の検討（設定可能な面積

の検討と導入目標の策定） 

・ソーラーカーポート導入の検

討 

・公共施設の ZEB 化の検討 

・公共施設の LED 化の検討 

・公用車の次世代自動車導入の

検討 

・廃棄物発電による電力や熱エ

ネルギーの活用検討 

・地域外連携の検討 

【市民・事業者】 

・再エネ設備導入の可能性調査

と導入目標の策定 

・行動変容を促すための取組み

施策の検討 

【まちづくり】 

「脱炭素先行地域」または「重

点地域」の検討

●取組の拡大 

【家庭・事業所】 

・太陽光発電・蓄電池設備の 

普及拡大 

・ZEH及び ZEB の導入拡大 

・次世代自動車の普及 

・再エネ需要の拡大 

【まちづくり】 

・脱炭素先行地域の水平展開 

・地域と共生した再エネ導入 

・新たな生活スタイルの構築 

・ブルーカーボンによる 

カーボンリサイクルの推進 

【産業等】 

・地域企業による新たな 

脱炭素事業の展開 

●ゼロカーボンシティの実現 

・ZEB、ZEH の普及による快適で 

経済的な居住空間の実現 

・自家消費型太陽光発電設備の導

入促進による災害に強いまちの

実現 

 ・豊かなグリーンカーボン、ブル

ーカーボンの育成による、カーボ

ンリサイクルへの貢献 

 ・ゼロカーボンアクション３０を

取り入れたライフスタイルの浸

透 



ゼロカーボンを実現する街のイメージとは

環境省HP引用



ゼロカーボンアクション３０とは



ロードマップ策定手順

・６月 環境省の補助事業の採
択を受け、脱炭素実現のため
の調査検討業務を受託。

・７月 プロポーザル方式で業
務を発注、契約。

・８月 市内の事業者の方にア
ンケートを実施

・９月 事業者の方へのヒアリ
ングを実施

・１０月 市内の公共施設への
再エネ導入調査の実施

・１１月 審議会等で取組み施
策の方向性や内容について審
議

・１２月 検討案のとりまとめ

・１月 環境省へ報告書の提出



補足資料

事例１）PPA事業を活用した太陽光発電設備の導入
出典：環境省

電力高騰の対策として太陽光発電設備を導入し、発電した電気を自家消費
するメリットがますます大きくなっています。

太陽光発電設備の設置は、従来の自ら設置する方法だけでなく、初期投資
不要のPPA（電力売買契約）方式を利用することで、再生可能エネルギーを経
済的に導入することができます。



事例２）地域間連携による再エネ由来電力の融通

どうしても再エネ導入目標の達成が難しい場合は、地域間連携により再エネ100%電気を購入する方法が

あります。再エネ発電事業者、送配電事業者、小売電気事業者の３者で特定卸供給契約を結び、その電

気を芦屋市内に供給します。これにより、再エネ由来の電気であること（特定電源価値）、特定の地域で発

電された再エネ100％電気であること（産地価値）の価値、更には日本卸電力取引所（JEPX）を通じて「ト

ラッキング付非化石証書」を取引きすることで、調達する電気のCO2排出量がゼロである価値（環境価値）

を訴求することができます。

地域間連携による再エネ由来電気の調達方法（イメージ）（案）



事例３）ブルーカーボンによるカーボンリサイクルの促進
ブルーカーボンとは海藻などの海洋生物が、大気中の
CO2を原料として、光合成によって作り出した、有機炭素
化合物が海底に蓄えられたものです。
ブルーカーボンの特徴は、大気中から回収した炭素を海
底に閉じ込めて、再び大気中に戻さないことです。
また、ブルーカーボンが貯留されている浅瀬の海底の泥
は、無酸素状態のために、バクテリアによって分解され
ず、数千年という長期間にわたり、安定に貯留される効
果があります。
芦屋の海に藻場を造成することで、大気中の二酸化炭
素を減らすことができるだけでなく、豊かな海の生態系を
未来に残すことができます。



事例４）食とくらしの「グリーンライフ・ポイント」によるライフスタイルの変革

この取組みは、今年度の４月から政府が開始した事業で、２６の企業や自治体が採択され、脱炭素に貢献す

るサービスを提供し、利用した消費者にポイントを付与するのを国が補助をするという仕組みです。

家庭部門・事業者部門の温室効果ガス排出量が大部分を占める本市において、脱炭素社会を実現するため

には、ライフスタイルの変革を促す取組みは重要であり、このようなポイント制度を積極的に周知し、新しい

選択肢として取り入れていただくような施策が求められます。

出典：環境省


